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改正⾷料・農業・農村基本法の基本理念の関係性（イメージ）



25年間で明らかになった課題 改正後の基本理念

・国⺠⼀⼈⼀⼈の「⾷料安全保障」を柱として位置付け
・国内の農業⽣産の増⼤を基本とし、安定的な輸⼊・備蓄について新たな位置付け
・農業⽣産基盤等の確保のための輸出の促進を新たに位置付け
・合理的な費⽤を考慮した価格形成を新たに位置付け

＜良質な⾷料を⼊⼿できない⾷品アクセス問題の増⼤＞
・⼩売・スーパーの撤退
・⾼齢者を中⼼とした買い物の移動の不便さの増⼤
・貧困・格差の拡⼤

・⾷料安全保障を基本理念の柱と位置付けた上で、
国全体としての⾷料の確保（⾷料の安定供給）に加え、
国⺠⼀⼈⼀⼈の⼊⼿の観点を含めたものとして、
「良質な⾷料が合理的な価格で安定的に供給され、
国⺠⼀⼈⼀⼈がこれを⼊⼿できる状態」と定義（第２条第１項）

＜世界の⾷料需給の不安定化による輸⼊リスクの増⼤＞
・気候変動による⾷料⽣産の不安定化
・世界的な⼈⼝増加等に伴う
⾷料争奪の激化

・国際情勢の不安定化
・⾷料の安定的な供給については、農業⽣産の増⼤を基本とし、
安定的な輸⼊・備蓄の確保について新たな位置付け（第２条第２項）

・⾷料の安定的な供給に当たっては、
農業⽣産の基盤等の⾷料の供給能⼒の確保が重要である旨を
位置付け（第２条第４項）

改正のポイント①︓国⺠⼀⼈⼀⼈の「⾷料安全保障」を基本理念の中⼼に

○農林⽔産物純輸⼊額の
国別割合

○アクセス困難⼈⼝増加率・市町村
（2015年/2005年）

○所得⾦額階級別世帯数の相対度数分布の変化
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25年間で明らかになった課題 改正後の基本理念

・国⺠⼀⼈⼀⼈の「⾷料安全保障」を柱として位置付け
・国内の農業⽣産の増⼤を基本とし、安定的な輸⼊・備蓄について新たな位置付け
・農業⽣産基盤等の確保のための輸出の促進を新たに位置付け
・合理的な費⽤を考慮した価格形成を新たに位置付け

＜⼈⼝減少に伴う国内市場の縮⼩＞
・⽣鮮⾷品への⽀出額が2040年には４分の３程度に減少
・加⼯⾷品の消費量も減少⾒込み
・これに応じた、農業⽣産基盤、⾷品産業の事業基盤の縮⼩

・国内への⾷料の供給に加え、海外への輸出を図ることで、
農業及び⾷品産業の発展を通じた⾷料の供給能⼒の維持が
図られなければならないことを規定（第２条第４項）

＜デフレ経済下で低価格が定着＞
・国内外における資材費、⼈件費等の恒常的なコスト増を
賄うことが困難

・⾷料の価格形成において、
⾷料システムの関係者（農業者、⾷品事業者、消費者等）により、
⾷料の持続的な供給に要する合理的な費⽤が考慮されるように
しなければならないことを規定（第2条第５項）
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改正のポイント①︓国⺠⼀⼈⼀⼈の「⾷料安全保障」を基本理念の中⼼に

○国内市場の変化（⾷料⽀出総額（単位︓％）） ○農産物・農業⽣産資材（肥料、飼料）の物価指数の推移

2040年2035年2030年2025年2020年2015年
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資料︓農林⽔産政策研究所「我が国の⾷料消費の将来推計」（2019年版）
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具体的な施策

⾷品アクセス
○第19条 ⾷料の円滑な⼊⼿の確保（新設）
①⾷料の輸送⼿段の確保（物流拠点の整備、産地から消費地までの幹線物流対策、消費地における移動販売）
②⾷料の寄附促進の環境整備
（⾷料の寄附を通じたフードバンクやこども⾷堂等の取組について、地域の関係者が連携する体制づくりへの⽀援） 等

○こども⾷堂数の推移○⾷料アクセス困難⼈⼝の推計（2020年） ○国内のフードバンク団体数
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⾷品産業
○第20条 ⾷品産業の健全な発展（拡充）
①持続可能な⾷料供給の促進（⼈権・環境、⾷ロス削減）
②海外における事業展開の促進 等



具体的な施策

輸⼊の安定化
○第21条 農産物等の輸⼊に関する措置（拡充）
①国と⺠間との連携による輸⼊の相⼿国の多様化
②輸⼊の相⼿国への投資の促進（⺠間企業による主要な穀物⽣産国の集出荷施設や港湾施設に対する投資への⽀援） 等
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輸出促進
○第22条 農産物の輸出の促進（新設）
①輸出産地の育成
②輸出品⽬団体の取組の促進
③輸出相⼿国における販路拡⼤⽀援（輸出⽀援プラットフォーム等）
④知的財産の保護
⑤輸出条件の協議（動植物検疫等） 等

○我が国の輸出施策の例
品⽬団体の組織化及びその取組の強化 輸出先国・地域における⽀援体制の強化



具体的な施策
⾷料の価格形成

○第23条 ⾷料の持続的な供給に要する費⽤の考慮（新設）
①⾷料システムの関係者の理解の増進
②合理的な費⽤の明確化の促進 等
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○合理的な価格形成に向けた⾷料システムの構築
「適正な価格形成に関する協議会」を開催し、消費者も含めた関係者の理解を図り、⾷料システム全体で適正取引が推進される仕組みの構築を検討。



具体的な施策

8

不測時の対応
○第24条 不測時における措置（拡充）
①関係⾏政機関相互間の連携の強化（政府対策本部の設置）
②備蓄⾷料の供給、⾷料の輸⼊拡⼤ 等
○⾷料供給困難事態対策法
・⺠間を含めた国の潜在的な⾷料供給確保量の把握
・⺠間在庫も組み合わせた総合的な備蓄⽅針の明確化
・具体的な局⾯を想定した⾷料供給困難事態の対処⽅針の明確化 等



25年間で明らかになった課題 改正後の基本理念

・環境と調和のとれた⾷料システムの確⽴を基本理念として位置付け
・多⾯的機能は環境負荷低減が図られつつ発揮されなければならない旨を位置付け

＜環境問題への対応＞
・農業は環境との親和性が⾼い産業である⼀⽅、
温室効果ガスの発⽣や⽔質悪化に伴い、
気候変動や⽣物多様性への影響が懸念

・パリ協定やSDGsの採択以降、
環境負荷低減への取組が国際的にも必要

・⾷料システムについては、
⾷料供給の各段階において環境に負荷を与える側⾯があることに鑑み、
その負荷の低減が図られることにより、
環境との調和が図られなければならないことを明記（第３条）

・農業が⾏われることにより⽣ずるプラスの機能である
多⾯的機能については、
環境負荷低減が図られつつ発揮されなければならないことを明記

（第４条）

・農業⽣産活動における環境負荷低減が図られることにより
農業の持続的な発展が図られなければならない旨を明記（第５条）
※環境負荷低減のほか、⽣産性向上・付加価値向上についても明記（後述）
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改正のポイント②︓「環境と調和のとれた⾷料システム」を新たな基本理念に

○農業⽣産活動と
地球環境問題リスク

単位︓万t-CO2換算
＊温室効果は、CO2に⽐べメタ
ンで25倍、N2Oでは298倍。
＊排出量の合計値には、燃料

燃焼及び農作物残渣の野焼
きによるCH4・N2Oが含まれて
いるが、僅少であることから表記
していない。このため、内訳で⽰
された排出量の合計とガス毎の
排出量の合計値は必ずしも⼀
致しない。

出典︓国⽴環境研究所温室効
果ガスインベントリオフィス「⽇本
の温室効果ガス排出量データ」
を基に農林⽔産省作成

○⽇本の農林⽔産分野のGHG排出量



具体的な施策

⾷品産業における環境負荷の低減
○第20条 ⾷品産業の健全な発展（拡充）
環境への負荷の低減などの⾷料の持続的な供給に資する事業活動の促進 等

農業における環境負荷の低減
○第32条 環境への負荷の低減の促進（新設）
①⾃然循環機能の維持増進に配慮しつつ、
・農薬・肥料の適正な使⽤の確保
・家畜排せつ物等の有効利⽤による地⼒の増進
・環境への負荷の低減に資する⽣産⽅式の導⼊

②環境負荷低減に資する農産物の流通・消費が広く⾏われるよう、
・農産物の円滑な流通の確保（販売促進）
・消費者への適切な情報提供の推進
・環境への負荷の低減の状況の把握及び評価⼿法の開発（「⾒える化」など評価⼿法の開発・活⽤） 等
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○環境負荷低減に資する取組例

中⼲し期間の延⻑等による
⽔⽥からのメタンの削減

減農薬・減肥料
（AI・ドローンによるピンポイント散布）

コメ・トマト・キュウリの実証では、
削減率５％以上で★１つ、
削減率10%以上で★２つ、
削減率20%以上で★３つ
を付与

○「⾒える化」の取組例



25年間で明らかになった課題 改正後の基本理念

・ ⼈⼝の減少に伴う農業者の減少等が⽣ずる状況においても、（⾷料安全保障の確保の前提となる）⾷料の供給機能
や多⾯的機能が発揮され、農業の持続的発展が図られなければならない旨を明記

・ 農業⽣産の⽅向性として、 「⽣産性の向上」 「付加価値の向上」 「環境負荷低減」を位置付け

＜農業者の急速な減少＞
・国内⼈⼝が2008年をピークに減少局⾯を迎えた中で、

60歳以上が⼤半を占める
農業者（個⼈経営体）の減少は不可避

・⼈⼝の減少に伴う農業者の減少等が⽣ずる状況においても、（⾷料安全
保障の確保の前提となる）⾷料の供給機能や多⾯的機能が発揮され、農
業の持続的発展が図られなければならない旨を明記（第５条）
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改正のポイント③︓⼈⼝減少下における農業⽣産の⽅向性を明確化

○基幹的農業従事者の年齢階層の推移 ○基幹的農業従事者数の推移 ○基幹的農業従事者数の年齢構成（2022年）



25年間で明らかになった課題 改正後の基本理念

・ ⼈⼝の減少に伴う農業者の減少等が⽣ずる状況においても、（⾷料安全保障の確保の前提となる）⾷料の供給機能
や多⾯的機能が発揮され、農業の持続的発展が図られなければならない旨を明記

・ 農業⽣産の⽅向性として、 「⽣産性の向上」 「付加価値の向上」 「環境負荷低減」を位置付け

・農業⽣産の⽅向性として、
「⽣産性の向上」（スマート農業の促進や新品種の開発など）
「付加価値の向上」（知的財産の確保・活⽤など）
「環境への負荷の低減」 が図られることを位置付け（第５条）

＜少ない⼈数による安定的な⾷料供給の確保＞
・農業者減少が不可避となる中、
少ない⼈数でも安定的に⾷料供給を確保していく必要

・そのためには、スマート農業技術や新品種の開発による
⽣産性向上、知的財産の保護・活⽤等の付加価値向上
等、農業者の収益性向上に資する取組が重要であり、
施策の⽅向性としてこうした取組を更に後押ししていく必要

＜環境問題への対応＞【再掲】
・農業は環境との親和性が⾼い産業である⼀⽅、
温室効果ガスの発⽣や⽔質悪化に伴い、
気候変動や⽣物多様性への影響が懸念

・パリ協定やSDGsの採択以降、
環境負荷低減への取組が国際的にも必要
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改正のポイント③︓⼈⼝減少下における農業⽣産の⽅向性を明確化

○スマート農業の導⼊による効率化

○知的財産の保護・活⽤ (地理的表⽰保護制度(GI))

（⽔稲直接労働時間）



具体的な施策
望ましい農業構造

○第26条 望ましい農業構造の確⽴（拡充）
担い⼿の育成・確保を引き続き図りつつ、農地の確保に向けて、担い⼿とともに地域の農業⽣産活動を⾏う、
担い⼿以外の多様な農業者も位置付け

農業経営の基盤強化等
○第27条 農業経営の展開（拡充）
家族経営に加えて、農業法⼈の経営基盤の強化に向けた、
経営者の経営管理能⼒の向上、労働環境の整備、⾃⼰資本の充実の促進 等

○第37条 サービス事業体の事業活動の促進（新設）
⼈⼝減少下で経営体を⽀えるサービス事業体（※）の事業活動の促進
※ 農作業受託、機械リース、⼈材派遣、農業経営に係る情報分析・助⾔等の農業経営の⽀援を⾏う事業者
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損益分岐点⽐率

○農業法⼈の財務基盤に関する指標（⼀例・2019年）

資料︓農業（耕種＋畜産）は⽇本政策⾦融公庫 「令和元年 農業経営動向分析結果（2020年
12⽉）」。 他産業は財務省「法⼈企業統計調査年報（2019年）」。
注︓グラフ中の農業の数値は、⽇本政策⾦融公庫の融資先の農業法⼈の2019年決算データを分析し
た結果である⼀⽅、他産業の数値は無作為抽出による標本調査により⺟集団法⼈の2019年度の推計
値であることに留意。なお、ここでいう中規模企業とは資本⾦１千万円以上１億円未満の企業である。

○サービス事業体 提供サービスの例○法⼈経営体数の推移

注︓法⼈経営体とは、農業経営体のうち、法⼈化して事業を⾏う者をいう。
資料︓農林⽔産省「農林業センサス」

• ドローンによる防除、追肥作業
• リモコン草刈り機等を活⽤した
畦畔管理の代⾏

専⾨作業受注型
農作業を受託して

農業者の負担を軽減

• ドローンを活⽤した作物の
⽣育状況のセンシング

• ⽣産や市況のデータを分析、
最適な出荷時期を提案

データ分析型
農業関連データを分析して

解決策を提案



具体的な施策
農地の集積・集約

○第28条 農地の確保及び有効利⽤（拡充）
農地集積に加え、農地の集約化・農地の適正かつ効率的な利⽤の促進 等

農業⽣産基盤の整備・保全
○第29条 農業⽣産の基盤の整備・保全（拡充）
・防災・減災、スマート農業、（汎⽤化に加え、地域の判断に応じた）畑地化も視野に⼊れた農業⽣産基盤の整備、
⽼朽化への対応に向けた保全 等
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○全耕地⾯積に占める担い⼿の利⽤⾯積のシェア ○担い⼿への農地集積⾯積 ○不適切な営農型太陽光発電の事例

○防災重点農業⽤ため池の防災減災対策の推進 ○畑地化も視野に⼊れた基盤整備 ○施設の整備、適切な保全の例
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具体的な施策
⽣産性の向上

○第30条 先端的な技術等を活⽤した⽣産性の向上（新設）
①先端的技術（スマート技術等）を活⽤した⽣産・加⼯・流通⽅式の導⼊の促進
②省⼒化⼜は多収化等に資する新品種の開発及び導⼊の促進 等

付加価値の向上

○スマート農業技術の研究開発 ○知的財産の保護（⽇本で開発された品種の海外流出事例）

○第31条 農産物の付加価値の向上等（新設）
①６次産業化、⾼品質な品種の導⼊の促進
②知的財産（※植物新品種、家畜遺伝資源、ＧＩ、営業秘密等）の保護・活⽤ 等

15※中国におけるシャインマスカットの⽣産量に、中国における市場出荷価格（340円/kg）と許諾料割合（出荷額の３％と想定）を乗じて算出。

開発中のキャベツの⾃動収穫機



具体的な施策

16

技術開発・普及
○第38条 技術の開発及び普及（拡充）
①国、独⽴⾏政法⼈、都道府県等、⼤学、⺠間による産学官の連携強化
②⺠間による先端的技術（スマート技術等）の開発・普及の迅速化
③⾷料システム全体のデジタル化 等

環境負荷低減【再掲】
○第32条 環境への負荷の低減の促進（新設）
①⾃然循環機能の維持増進に配慮しつつ、
・農薬・肥料の適正な使⽤の確保
・家畜排せつ物等の有効利⽤による地⼒の増進
・環境への負荷の低減に資する⽣産⽅式の導⼊

②環境負荷低減に資する農産物の流通・消費が広く⾏われるよう、
・農産物の円滑な流通の確保（販売促進）
・消費者への適切な情報提供の推進
・環境への負荷の低減の状況の把握及び評価⼿法の開発（「⾒える化」など評価⼿法の開発・活⽤） 等

※「ID-POS」とは、
POS（商品の販
売）データに顧客情
報を付加したもの。
購買情報を分析す
ることができる。

○⾷料システム全体のデジタル化
（スマートフードチェーンの構築）



具体的な施策
経営安定

○第39条 農産物の価格の形成と経営の安定（引き続き位置付け）
①需給事情及び品質評価を反映した農産物の価格形成
②農産物の著しい価格変動に対する農業経営への影響緩和対策（収⼊保険等）

○第40条 農業災害による損失の補填（引き続き位置付け）
災害による損失の合理的な補填（農業共済等）

○第41条 伝染性疾病等の発⽣予防等（新設）
家畜伝染病・病害⾍の発⽣予防・まん延防⽌

○第42条 農業資材の⽣産及び流通の確保と経営の安定（拡充）
⽣産資材の著しい価格変動に対する農業経営への影響緩和対策 等

⽣産資材
○第42条 農業資材の⽣産及び流通の確保と経営の安定（拡充）

⽣産資材の安定的な確保（肥料、飼料作物の国内⽣産できる
良質な代替物への転換促進、輸⼊の確保、備蓄⽀援等） 等
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○農産物・農業⽣産資材（肥料、飼料）の物価指数の推移

○訪⽇外客数と
禁⽌品の摘発件数



25年間で明らかになった課題 改正後の基本理念

・「農村の振興」の⽅向性として「地域社会の維持」を位置付け

＜農村⼈⼝の減少＞
・国内⼈⼝が2008年をピークに減少局⾯を迎えた中で、
農村⼈⼝の減少が不可避
・これにより、地域の共同活動として⾏っていた
農業⽤⽤排⽔施設の管理などに悪影響

・このため、従来から農村で暮らしている⽅々に加え、
定住・移住や仕事の関係などを通じて
農村に関わりのある⼈を増やすことが必要

・農村の振興の⽬的として、
農村の⼈⼝の減少等の情勢の変化が⽣ずる状況においても、
地域社会が維持されることを明記（第６条）

※農村の総合的な振興に関する施策の基本的な考え⽅として、
農業⽣産基盤の整備・保全、
農村との関わりを持つ者の増加に資する産業の振興を明記（第43条）

18

改正のポイント④︓⼈⼝減少下における農村の地域コミュニティの維持を明確化

○集落活動の実施率と総⼾数の関係 ○総⼾数が９⼾以下の農業集落の割合

⾃動給⽔栓⽔路の管路化

○⼈⼝減少下での施設管理（イメージ）



具体的な施策
共同活動の促進

○第44条 農地の保全に資する共同活動の促進（新設）
農業者等の農村との関わりを持つ者による農地の保全に資する共同活動の促進（多⾯的機能⽀払 等）

農村関係⼈⼝の増加
○第45条 地域の資源を活⽤した事業活動の促進（新設）
農村との関わりを持つ者の増加に資する、地域資源を活⽤した事業活動の促進（観光など、地域資源を活かした産業づくり） 等

19

○農地の保全に資する共同活動のイメージ

○農⼭漁村発イノベーションの事例
株式会社ワカヤマファーム
（栃⽊県宇都宮市）
タケノコや栗の加⼯販売に
加え、美しい⽵林景観を活か
して、映画のロケ地や観光商
品として活⽤。

有限会社 シュシュ
（⻑崎県⼤村市）
６次産業化による農産加
⼯品の製造・販売のほか、
⾷育体験や収穫体験など豊
富なメニューの取組を展開。

＜例１＞
「農産物、景観」
×「加⼯販売、観光･旅⾏」
×「農林漁業者、地元企業」

＜例２＞
「農産物」
×「加⼯販売、観光旅⾏、教育」
×「農林漁業者、地元企業」

⽔路の泥上げ 年度活動計画の促進 施設の点検 農道の路⾯維持



具体的な施策

農福連携
○第46条 障害者等の農業に関する活動の環境整備（新設）
障害者など社会⽣活への⽀援を必要とする⽅々が農業に取り組むことが出来る環境整備

20



具体的な施策
中⼭間地域の振興

○第47条 中⼭間地域等の振興（拡充）
地域社会の維持に資する⽣活の利便性の確保（農村RMOによる活動促進） 等

21



具体的な施策

⿃獣害対策

○第48条 ⿃獣害の対策（新設）
①⿃獣の農地への侵⼊防⽌
②ジビエ利⽤の促進 等

都市農村交流

○第49条 都市と農村の交流等（拡充）
①農泊の推進
②⼆地域居住のための環境整備 等

22

○野⽣⿃獣による
農作物被害額の推移

○⿃獣被害対策の３本柱

○農泊の推進 ○⼆地域居住のための
環境整備

地⽅創⽣テレワーク
モデルオフィス（⼭⼝県庁内）



⾷品
事業者

農業者

消費者

団体

○第10条（拡充）
・基本理念の実現（⾷料安全保障の確保、環境との調和、農業の持続的発展、農村振興）に
主体的に取り組むよう努⼒

○第11条（拡充）
・基本理念の実現（⾷料安全保障の確保、環境との調和）に主体的に取り組むよう努⼒

○第12条（新設）
・⾷料・農業・農村に関する団体を位置付けるとともに、

（農業者、⾷品事業者、地域住⺠、消費者のための⾏動が）基本理念の実現に重要な役割を果たす
旨の明確化

○第14条（拡充）
・⾷料、農業、農村に関する理解
・（消費者の選択を通じて）⾷料の持続的な供給に寄与

（環境負荷低減に資する物等の⾷料の持続的な供給に資する物の選択）
・消費⽣活の向上に積極的な役割

○第51条
・（⼟地改良区等の団体の再編整備に加えて）団体の相互連携の促進を位置付け

23

改正のポイント⑤︓「⾷料システム」の位置付けと関係者の役割を明確化

・環境負荷低減や費⽤を考慮した価格形成など、⾷料の⽣産から消費までの関係者が連携して取り組むべき
課題が顕在化していることから、「⾷料システム」を新たに位置付け。併せて、関係者の役割を拡充・新設。
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⾷料システム
〇第２条第５項（新設）
・⾷料の⽣産・加⼯・流通・⼩売・消費の全ての段階が、
有機的に連携することで機能を発揮するシステム（概念）として新たに位置付け



●⾷料⾃給率その他⾷料安全保障の確保に関する
事項の⽬標の達成状況を少なくとも年⼀回調査・公
表し、PDCAを回す新たな仕組みを導⼊する。

【参考 改正⾷料・農業・農村基本法（下線部分は改正箇所）】
第17条 政府は、⾷料、農業及び農村に関する施策の総合的かつ計
画的な推進を図るため、⾷料・農業・農村基本計画（以下「基本計
画」という。）を定めなければならない。
２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
⼀ ⾷料、農業及び農村に関する施策についての基本的な⽅針
⼆ ⾷料安全保障の動向に関する事項
三 ⾷料⾃給率その他の⾷料安全保障の確保に関する事項の⽬標
四 ⾷料、農業及び農村に関し、政府が総合的かつ計画的に講ず
べき施策
五 前各号に掲げるもののほか、⾷料、農業及び農村に関する施
策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
３ 前項第三号の⽬標は、⾷料⾃給率の向上その他の⾷料安全保障
の確保に関する事項の改善が図られるよう農業者その他の関係者が
取り組むべき課題を明らかにして定めるものとする。
４〜６ （略）
７ 政府は、少なくとも毎年⼀回、第⼆項第三号の⽬標の達成状況
を調査し、その結果をインターネットの利⽤その他適切な⽅法によ
り公表しなければならない。
８〜９ （略）

改正のポイント⑥︓改正基本法に基づく次期基本計画の策定
答申（R5.9 ⾷料・農業・農村政策審議会）
●平時からの⾷料安全保障を実現する観点から、現状の把握、課題の明
確化、具体的施策、その施策の有効性を⽰すKPIの設定を⾏う。

●PDCAサイクルにより施策の⾒直し、KPIの検証を⾏うべきである。なお、
環境保全等の持続可能性、安定的な輸⼊、⾷品アクセス、農業⽤⽔等
の⽔資源の確保等、国内外の情勢も踏まえつつ、適切な指標や⽬標を検
討する。

●⾷料⾃給率⽬標は、国内⽣産と消費に関する⽬標の⼀つとし、それに
加え、新しい基本計画で整理される課題に適した数値⽬標を設定する。

●定期的に現状を検証する仕組みを設ける。

●⾷料安全保障の状況を平時から評価する仕組み
①⾷料安全保障をめぐる世界の情勢の分析を⾏う。
②我が国の⾷料安全保障について、主たる項⽬ごとに、現状分析、課題
の明確化、具体的施策、施策の評価のためのKPIの設定を⾏う。
その際、⾷料⾃給率に加え、⾷料安全保障上の様々な課題の性質に
応じたKPIの設定を⾏う。

③また、PDCAを回し、施策の⾒直しやKPIの検証を⾏う。

●次期⾷料・農業・農村基本計画の策定（令和７年春頃）

次期基本計画（令和６年度中）

⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向に基づく
具体的な施策の内容、⼯程表

（R5.12 ⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部）
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●⾷料⾃給率の要素を分解した上で、政策にあったKPIを設定し、検証していく必要。

⾷料⾃給率（変動要因）
⾷料⾃給率の評価

●⾷料⾃給率とは、国内の⾷料全体の供給に対する⾷料の国内⽣産の割合を⽰す指標。
● 輸⼊に依存している⼩⻨や⼤⾖の国内⽣産の拡⼤が⾃給率を押し上げた⼀⽅、⾃給率の⾼い⽶等の消費量が減少したこと等に
より、⾷料⾃給率は低下している。
全体としても、⾷料⾃給率の変動要因としては、国内⽣産の増減より、国内消費の変化の影響の⽅が⼤きくなっている。

●⾃給率の変動要因及び講じるべき施策について、全く異なる要素（⼩⻨や⼤⾖の国内⽣産拡⼤、⽶の消費量の減少）が正反
対に作⽤しており、これらの結果としての⾷料⾃給率の数値のみで政策を評価することは困難。

⽬標設定に向けた考え⽅

その他食料

国内消費の減少(0.8%)

砂糖類

国内生産の増大(1.9%)

大豆

小麦

輸出用米・米粉用米

魚介類（輸出用を除く）

油脂類

輸出用牛肉

輸出用果実

輸出用魚介類

野菜

米（輸出用米・米粉用米
を除く）

国内消費の減少(4.3%)

いも類

でん粉

国内生産の減少(1.1%)

果実（輸出用を除く）

国内消費の増大(0.1%)
畜産物（輸出用牛肉
を除く）

R4R3R2H27H22H17H12年度

383837
(50)

39
(45)

39
(45)4040

実績値
(⽬標値)⾃給率

▲2.8▲2.5▲3.3▲1.0▲1.6▲0.7▲0.8変化(対H10)

＜カロリーベース⾷料⾃給率の変動要因（品⽬別の影響）（対平成10年度⽐）＞
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・関係者の協議によるコスト指標づくりを推進しつつ、持続的な⾷料供給に必要な合理的なコストを
考慮する仕組みを新たに法制化

・⾷料システムの持続性の確保に向けた⾷品事業者の取組促進（環境･⼈権、農業者との連携等）等

⾷料・農業・農村基本法改正を受けた政策の進め⽅
○ ⾷料・農業・農村基本法の改正案の国会成⽴を受けて、基本計画の改定を⾏う。
○ また、基本計画の改定を待たずに打つべき施策は打つなど、⾷料安全保障の強化に向けて施策を集中実施。
○ 合理的な価格の形成、⼈⼝減少下における⼟地改良の在り⽅などの関連法案については、令和７年中の国会提出を視野に法制化を検討。

・⼈⼝減少に対応し、基幹的な⽤排⽔施設について、申請がなくても更新等を⾏えるよう⼿続の簡素化
・末端インフラの適切な保全のため、⼟地改良区と地域の関係者による議論･体制づくりを推進
・災害リスクの増⼤に対応するため、緊急的な防災事業について、事業⽬的に地震・豪⾬対策に加え
⽼朽化対策を追加 等

⾷
料
؞
農
業
؞
農
村
基
本
計
画
भ
改
定
︵
令
和
６
年
度
中
︶

⾷
料
安
全
保
障
भ
強
化
प
向
ऐ
ञ
施
策
भ
集
中
実
施

環境負荷低減の
取組推進

⾷料供給
困難事態への対応

⼈・農地の確保

スマート農業技術の
開発促進と
⽣産・流通等の
⽅式の変⾰

令和７年中の
法案国会提出

令和７年中の
法案国会提出

・令和６年〜
クロスコンプライアンス
実施
・令和９年⽬途
環境関係の交付⾦
の在り⽅⾒直し

令和７年中
国の基本⽅針策定

令和６年中
国の基本⽅針策定

・⺠間在庫を含めた国の潜在的な⾷料供給確保量の把握
・上記を踏まえて⺠間在庫も組み合わせた総合的な備蓄⽅針の明確化
・具体的な局⾯を想定した⾷料供給困難事態の対処⽅針の明確化 等

・令和６年中に、スマート農業技術の重点開発⽬標の設定（基本⽅針の策定）
・農研機構の施設供⽤等を通じたスタートアップ⽀援
・リース⽅式、サービス事業体等を通じたスマート農業機械の普及と、
⽣産現場での栽培⽅式等の変⾰促進 等

・令和７年３⽉末までの各地における地域計画の策定
・地域計画を踏まえた担い⼿の育成・確保と農地の集積・集約化、ほ場整備
・令和７年中に、⾷料安全保障の強化に必要な農地⾯積の明確化 等

・令和７年３⽉末まで
地域計画の策定
・令和７年中
国の基本指針策定

令
和
６
年
通
常
国
会
प
उ
ः
थ
法
案
成
⽴

⾷料システムの持続性の
確保に向けた合理的な
価格の形成等（法制化）

・農⽔省関係の補助⾦受給に際し、適正な化学農薬・肥料の使⽤など、環境負荷低減に取り組む
こと等を要件とするクロスコンプライアンスの実施（令和６年度から試⾏実施中）

・更に先進的な環境負荷低減の取組を⾏う場合に交付⾦を交付する仕組みの創設
（令和９年度以降を想定）

・消費者理解醸成に向けた環境負荷低減の取組の⾒える化、J-クレジットによる⺠間資⾦の活⽤ 等

⼈⼝減少下における
農業⽤インフラの保全管理
（⼟地改良法制の⾒直し）
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今後の農村活性化を見据えた取組



農山漁村の現状と課題、これまでの農林水産省の対応
○ 我が国は、高齢者の引退等による農業者の大幅な急減に直面。このような中で、食料安全保障を確保するには、農業の生産

性向上や持続可能性の両立に加え、農山漁村のコミュニティ維持が不可欠。今後、これらの課題を踏まえ、「食料・農業・農村基
本計画」を策定。

○ 集落の総戸数が９戸以下となると、農地の保全等の集落活動が急激に低下するが、山間地域における総戸数が９戸以下の
集落の割合は2020年と2000年を比較すると2.3倍に増加するなど、中山間地域において農山漁村のコミュニティの維持が懸念さ
れる。

〇 このため、農林水産省としては、関係府省庁と連携しつつ、国の職員が自治体に足を運び地域の取組を支援する「デジ活」中
山間地域や地域の多様な主体による農村型地域運営組織（農村RMO）形成の支援等を実施。

現状と課題

4.4

7.9
8.8

19.9

0

10

20

2000 2020 2000 2020

中間農業地域 山間農業地域

(％)

(年)

集落活動の実施率と総戸数の関係

資料︓農林⽔産政策研究所「⽇本農業・農村構造の展開過程-2015年農林業センサスの総合分析-」
（2018年12⽉）

総戸数が９戸以下の農業集落の割合

資料︓農林⽔産省「農林業センサス」

現在の対応状況

2.3倍

1.8倍
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「農山漁村」経済・生活環境創生プロジェクト

○ 人口減の要因として自然減が社会減を上回っていることから、今後、農山漁村の関係人口の増加を目指し、民間企業、教育

機関、金融機関等多くの関係者を巻き込む官民共創の仕組みも活用し、農山漁村における地方創生に取り組むことが必要。

○ このため、現場で案件形成を図る「『農山漁村』経済・生活環境創生プロジェクト」を創設し、関係府省庁、地方公共団体、郵便

局、民間企業、教育機関、金融機関等が参画するプラットフォームを、令和７年２月に立ち上げ、地域と企業のマッチングや連

携の在り方を議論したいと考えている。

〇 このプロジェクトと並行して、農村RMOや特定地域づくり事業協同組合等による地域課題の解決に向けた取組や、農山漁村

が女性・若者に選ばれるための地域拠点の整備等についても検討し、成果については農林水産省の職員が率先して自治体に

足を運び、施策立案等を助言するなど取組の普遍化を促進したいと考えている。

デジタル
活⽤

「農⼭漁村」経済・⽣活環境創⽣プロジェクト（２⽉にキックオフ）

「農⼭漁村」経済・⽣活環境創⽣
プラットフォーム

（⺠間企業は各課題に応じて参画）

④外部企業との案件形成に向けた
⺠間資⾦・⼈材の確保 農⼭漁村での官⺠共創

物流網の維持・確保

通いによる農林⽔産業への参画
コミュニティ維持

副業⽀援

「デジ活」中⼭間地域
デジタル技術による社会課題解決・地域活性化

(IT企業等との連携)

⼈の
呼込み

①通いによる農林⽔産業への
参画・コミュニティ維持

②農⼭漁村を⽀える
官⺠の副業促進

(地元企業等との連携)

物流網の
維持・確保 ③市街地と農⼭漁村間における物流網の

維持・確保 (郵便局・物流事業者等との連携)

秋⽥県にかほ市での農村RMOの取組事例

農地の保全活動

地域交流活動
年間約500名が宿泊

週１回のマルシェ開催
地域の憩いの場

にかほ市の元地域おこし協⼒隊員が、
地域⾏事や⼀次産業が体験ができる
宿としてゲストハウスを創業し、地域の
⽅々と⼀体となって「農地を守り」「外貨
を稼ぎ」「暮らしを残す」取組を実践。
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「農山漁村」経済・生活環境創生プロジェクトの推進方策

○ 農山漁村の現場で案件形成を図る「『農山漁村』経済・生活環境創生プロジェクト」を進めるため、関係府省庁、地方公共団

体、郵便局、民間企業、金融機関、教育機関等が参画するプラットフォームを２月初旬に発足させ、地域と企業のマッチング方

法など関係者間の連携の在り方を議論。

〇 このプラットフォームには、テーマごとに関係府省庁、地方公共団体、企業等からなる専門部会を設け、案件形成を進める上

で参考となる事例の収集や手引きの作成等を行っていきたいと考えている。

〇 地方創生に係る基本構想の策定に向けた議論を注視しながら、専門部会での議論を重ね、取りまとめてまいりたい。

④ 外部企業との案件形成に向けた⺠間資⾦・⼈材の確保

② 農⼭漁村を⽀える官⺠の副業促進

① 通いによる農林⽔産業への参画・コミュニティ維持（地元企業等との連携）
〇 都市部や市街地の企業のCSV活動や研修等による、
持続的な農⼭漁村への社員の派遣を活性化

〇 農⼭漁村における⼈材の受⼊れ組織・体制の構築
〇 ⼆地域居住者の参画

〇 副業を促進するための環境整備
（規定の整備や企業価値の向上）

〇 農⼭漁村を⽀える⼈材、財源を確保するため、
農林⽔産業・農⼭漁村における社会的インパクトを可視化

〇 地域活性化起業⼈、地域おこし協⼒隊、
特定地域づくり事業協同組合制度等の活⽤
国家公務員による出向・現地フォローアップ制度の活⽤

③ 市街地と農⼭漁村間における物流網の維持・確保
（郵便局・物流事業者等との連携）

〇 ⼀般の郵便物・貨物と併せて、
⾷品や⽇常品を農⼭漁村の拠点に配送する仕組みを構築

〇 農⼭漁村から市街地に新鮮な農産物等を配達する仕組みを構築

郵便局・物流事業者等と連携し、以下の取組を実施

〇 プラットフォームにおける検討テーマと今後のスケジュール

・ 12⽉ プロジェクト⽴ち上げ

・ ２⽉４⽇ シンポジウム開催 （キックオフ）

＜関係⼈⼝の創出・副業促進＞
＜農⼭漁村における物流網＞
２⽉13⽇（⽊） 第１回
３⽉４⽇（⽕） 第２回
４〜５⽉頃︓第３回以降

＜農⼭漁村における社会的インパクト＞
１⽉20⽇（⽉） 第１回
２⽉３⽇（⽉） 第２回
２⽉14⽇（⾦） 第３回
３⽉10⽇（⽉） 第４回
３⽉下旬頃︓第５回

夏前まで 各テーマにおける議論のとりまとめ

〇 スケジュール
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〇 農⼭漁村における官⺠共創の新規案件を形成するに当たって、資⾦調達⽅法が課題と
なっているところ。

〇 資⾦調達の⼀つの⽅策として、⺠間資⾦の流⼊を促進する必要がある。
〇 資⾦提供者となる企業に対しては、出資のハードルを下げるため、その特性に沿った
環境整備を⾏う必要がある。

資金提供者となる企業の特性

✓ 企業のミッションや事業活動との親和性があるもの
✓ ＳＤＧｓ等のより大きな社会課題と紐づけられるもの
✓ 課題解決によって生じるインパクト（社会的効果）が明確化されるもの
✓ 投資家・顧客・従業員等のステークホルダーからの社会的評価につながるもの

拠出傾向

✓ 農林水産業・農山漁村における課題解決の取組は、ＳＤＧｓ等の大きな社会課題
と直接つながるものばかりではない

✓ 効果測定方法が確立されておらず、インパクトの明確化が難しい
✓ 農林水産業・農山漁村の取組に対する資金拠出のインパクトについて、

一般的に認識が十分浸透しているとは言えず、社会的評価につながりにくい

課題

✓ 農林水産業・農山漁村の課題と社会課題をつなぐ考え方（ロジックモデル）の
可視化

✓ 取組によるインパクトの測定・評価方法等の指針の策定
✓ 企業の社会的評価につながる公表・表彰

対応方向

→本検討会を通じて資⾦提供者となる企業の環境整備を⾏った上で、まずは税制優遇措置
のある地⽅創⽣応援税制（企業版ふるさと納税）の活⽤を⼊⼝に、農⼭漁村における官⺠
共創の取組に対する⺠間資⾦の流⼊を促進する

前提となる課題認識
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農⼭漁村を
フィールドに
⾏われる活動

※本検討会では具体的
な事例を基に抽象化し
たアクティビティを
10〜20程度代表例と
して設定する

農⽔省のミッション ※⼀例

インパクト

〇 本検討会において議論を行う検討事項は、下記の図①～④のとおり。

アクティビティ

農林⽔産業の
持続的な発展

農⼭漁村の振興
（地域社会の維持・
関係⼈⼝の増加）

他の⽬標にも
相互に資する関連インパクト

アウトプット アウトカム

①社会的インパクトと農山漁村
におけるアクティビティのつな
がりを整理・検討（第１回、第２
回）

出資元の企業に対して訴求力の
あるインパクトを設定した上で、そ
こにつながる農山漁村における活
動を設定する。

②代表的なロジックモデルの整
理・検討（第２回）

①で設定したアクティビティ及びイ
ンパクトをもとに代表的なロジック
モデルを整理する。

副次的に達成可能なインパクトに
ついては、関連インパクトとして整
理する。

③評価方法の検討
（第３回）

②で作成したロジックモデルをもと
に、インパクトの評価方法を検討
する。

アウトプット及びアウトカム項目の
定量的評価を想定している。

④ガイドラインの策定
（第４回、第５回）

①～③の内容をとりまとめ、広く一
般の参考となるようガイドラインの
形に整理する。

併せて、世間への打ち出し方につ
いて検討を行う。

評価項目 評価項目

⾷
料
安
全
保
障
の
確
保

※議論に時間を要する場合、次年
度以降にわたって検討を⾏う

→次年度以降、本ガイドラインを踏まえた事業活動に対する⽀援証明書等の発⾏体制の整備を検討

評価項目 評価項目

評価項目 評価項目

評価項目 評価項目

評価項目 評価項目

出
資
元
と
な
る
企
業
に
訴
求
⼒
の
あ
る

イ
ン
パ
ク
ト
を
設
定

本検討会における検討事項

国際的な指標 ※⼀例

SDGs

FAO SAFA Guidelines

GRIスタンダード

…
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（参考）アクティビティ案の設定方針

〇 農山漁村をフィールドに行われる課題解決の取組（アクティビティ）の代表例については、
「地方創生2.0」の基本的な考え方に基づいて設定予定。

地方創生2.0の基本構想の５本柱

①安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生
〇 魅力ある働き方、職場づくり、人づくりを起点とした社会の変革

により、楽しく働き、楽しく暮らせる場所として、「若者・女性にも
選ばれる地方（＝楽しい地方）」をつくる

〇 年齢を問わず誰もが安心して暮らせるよう、地域のコミュニティ、
日常生活に不可欠なサービスを維持

〇 災害から地方を守るための事前防災、危機管理

②東京一極集中のリスクに対応した人や企業の地方分散
〇 分散型国づくりの観点から、企業や大学の地方分散や政府

機関等の移転などに取り組む
〇 地方への移住や企業移転、関係人口の増加など人の流れを

創り、過度な東京一極集中の弊害を是正

③付加価値創出型の新しい地方経済の創生
〇 農林水産業や観光産業を高付加価値化し、自然や文化・芸

術など地域資源を最大活用した高付加価値型の産業・事業を
創出

〇 内外から地方への投融資促進
〇 地方起点で成長し、ヒト・モノ・金・情報の流れをつくるエコシス

テムを形成

④デジタル・新技術の徹底活用
〇 ブロックチェーン、DX・GXの面的展開などデジタル・新技術

を活用した付加価値創出など地方経済の活性化、オンライ
ン診療、オンデマンド交通、ドローン配送や「情報格差ゼロ」
の地方の創出など、地方におけるデジタルライフラインやサイ
バーセキュリティを含むデジタル基盤の構築を支援し、生活環
境の改善につなげる

〇 デジタル技術の活用や地方の課題を起点とする規制・制
度改革を大胆に進める

⑤「産官学金労言」の連携など、国民的な機運の向上
〇 地域で知恵を出し合い、地域自らが考え、行動を起こすた

めの合意形成に努める取組を進める
〇 地方と都市の間で、また地域の内外で人材をシェアする流

れをつくる
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設定する社会的インパクト案

○ 検討会委員のご意見を踏まえ、下記のとおり設定。
〇 インパクト同士の相互連関性及び各種指標との対応関係については、引き続き検討。

地域経済の活性化

ネイチャーポジティブ

ウェルビーイング向上

農山漁村の持続可能な生活環境の維持

農山漁村における災害レジリエンスの向上

気候変動の抑制
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設定する社会的インパクト案

〇 既存のインパクト投資家やインパクト投資を行う金融機関のインパクトレポートに記載されている
インパクトは以下の通りであり、挙げた5つのインパクトに関係するものが多い。

記載されているインパクト、投資先テーマ発行体

環境（気候変動の抑制、自然資本の毀損抑制）、社会（感染症の抑制、生活水準の向上、生活基
盤の維持・生産性向上）

野村アセットマネジ
メント

次世代まちづくり、ライフライン機能の維持改善、防災・減災、食糧生産の産業化・信頼性向上、持
続可能なエネルギー利用、家事育児の負担軽減、教育の多様化・充実、持続可能な医療・介護、
中小企業の経営課題改善、個人のエンパワメント

りそな銀行

健康資本（高齢者の身体的不安の最適な評価、医療費の増大を防ぐ仕組みの構築、介護従事者
の負担軽減とケアサービスの質の向上）、文化資本（地域文化の継承と活性化、地域住民の交流
促進と連携強化）、自然資本（環境保全の取り組み強化、生態系の保護と地域の魅力向上）

南都銀行

全てのステークホルダーがサステナブルかつ幸福度が高まっている状態（主なステークホルダー：
地域・未来世代・お客さま・グループ役職員・株主）

静岡銀行

産業開発資金（沖縄の地域特性を生かした産業振興や観光・リゾート産業、情報通信産業への貢
献）、中小企業資金（若手企業家の実業開始における利用割合の向上）、生活資金（持続可能な住
宅需要に寄与する対象者の支援）、学資融資資金（低収入で暮らす大学・短期大学進学希望者の
学費支援の向上）、生活衛生資金（生活衛生関係業種の衛生水準の向上と近代化、合理化）、農
林漁業資金（農業や漁業事業の生産向上による地域住民の生活環境改善への寄与）、医療資金
（平等かつ安心して生活できる環境づくりの実現）、住宅資金（省エネ住宅の供給への寄与）

沖縄振興開発金融
公庫

出典︓各社HP・発⾏資料より抜粋
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設定する社会的インパクト案

〇 既存のインパクト投資家やインパクト投資を行う金融機関のインパクトレポートに記載されている
インパクトは以下の通りであり、挙げた5つのインパクトに関係するものが多い。

記載されているインパクト、投資先テーマ発行体

ネットゼロネイチャーポジティブ、農林水産業者所得向上、持続可能な食料システム、人々のウェ
ルビーイング

農林中金

就労機会の最大化、インクルーシブな社会の構築、健康増進、地域と社会の発展、環境保護への
貢献

コモンズ

持続可能な生活環境（気候変動の緩和、生物多様性の維持、水・食糧問題の解決、防災・減災・安
心安全）、人々のウェルビーイングが高い社会（少子高齢化への対応、心身の健康維持、インク
ルーシブな社会の推進、女性の社会進出、教育の多様化・個人のエンパワメント）

GLIN

健康資本（高齢者の身体的不安の最適な評価、医療費の増大を防ぐ仕組みの構築、介護従事者
の負担軽減とケアサービスの質の向上）、文化資本（地域文化の継承と活性化、地域住民の交流
促進と連携強化）、自然資本（環境保全の取り組み強化、生態系の保護と地域の魅力向上）

南都銀行

再エネ・環境問題、生産・流通改善、地域活性化、新食品市場、スマート技術、輸出促進アグリビジネス投資
育成株式会社

地域と社会の発展、個々人の多様な在り方、「人」WELL‐BEING（多様性と選択肢）インパクトキャピタ
ル

優しく健やかで楽しい社会（社会課題解決の加速化、長期的かつインクルーシブな経営の普及、挑
戦機会の拡大）

Zebras and Company

出典︓各社HP・発⾏資料より抜粋
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設定する社会的インパクト案

〇 設定する社会的インパクト案は、SDGｓや他指標とも関係するものが多く、IR観点で寄付や投資を
行いたいと考えている大企業にも訴求すると考えられる。

GRIスタンダードFAO SAFA GuidelinesSDGｓインパクト

地域・住民・従業員(生活収入と生

活賃金／経済的包摂／雇用慣行
／地域社会)

経済（投資／地域経済
／製品の品質と情報）、
社会（適正な生活）

①地域経済の活性化

環境(生物多様性／土壌の健康／

水と排水／廃棄物／自然生態系の
転換)、地域・住民・従業員(土地と
資源の権利／地域社会)

環境（生物多様性／材
料とエネルギー／大気
／水）、社会（適正な生
活）

②農山漁村の持続可能
な生活環境の維持

環境(排出／気候変動への適応と

回復力／生物多様性／自然生態
系の転換／土壌の健康／農薬の
使用／水と排水/廃棄物)
地域・住民・従業員（動物の健康と
福祉）

環境（生物多様性／土
地／動物福祉／大気／
水）

③ネイチャーポジティブ

地域・住民・従業員(生活収入と生

活賃金／労働安全衛生／食糧安
全保障／地域社会)

社会（適正な生活／人
間の健康と安全／公平
性／労働権）

④ウェルビーイング向上

環境(気候変動への適応と回復力)、
地域・住民・従業員(労働安全衛生
／公共政策／地域社会)

経済（脆弱性）、社会（人
間の健康と安全）

⑤農山漁村における災
害レジリエンスの向上

出典︓Food and Agriculture Organization of the United Nations. SAFA: Sustainability Assessment of Food and Agriculture Systems Guidelines.
Version 3.0, 2013,Global Reporting Initiative. GRI Standards Japanese Translations. 37



国

課題解決企業
（既存企業、

ゼブラ企業等）

地公体
（県・市町村）

個人・企業
金融機関

⓪農山漁村におけるインパクトの可視化

④事業計画の作成・事業実施

エンゲージメント創出

地方農政局
県拠点等

本検討会を含めた全体像について

②モデル認定①募集・応募

④支援
（交付金の優先採択等）

⑤資金拠出
 ・人材派遣
 （ふるさと納税等）

⑤資金拠出・人材派遣
 （中長期的には、インパクト投資・融資等）

国

⑥評価・公表・表彰
クラウドファンディング事

業者
提携・広報

④伴走支援

⑤提携

③マッチング支援

〇 本検討会では、農山漁村における課題解決の取組がどのように社会的インパクトにつながっているかを
可視化することを今年度中までに実施（⓪）。

〇 インパクト可視化の成果については、次年度以降にインパクトに資するソリューションをモデルとして選定
（②）して現場へ実装することや、具体的な案件形成の支援（④）に活用し、その推進に当たって民間企業
の寄付・投資・人材派遣等を呼び込む（⑤）ことを想定。

○ 資金拠出・人材派遣を行った民間企業に対しては、支援証明書の発行等によって寄付・投資・人材派遣等
のインセンティブを付与（⑥）することを検討。

①募集・応募
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令和7年度以降令和6年度

構成員募集
案件形成等に資する情報発信

構成員募集開始

設立記念シンポジウムによる機運
醸成

プラットフォーム

テーマごとに案件形成の留意点をまと
めた手引きの作成・公表【④】

テーマごとに専門部会を開催し、関
係者の意見を集約専門部会

社会的インパクトに係る支援証明書検
討【⑤、⑥】

農山漁村における社会的インパクト
の可視化検討会

インパクト達成に資するソリューション
モデルの選定【①、②】

案件形成支援（地域と企業のマッチン
グ、伴走支援）【③、④】

―
ソリューション
モデルの形成

地域レベルの案件形成支援（地域と企
業のマッチング、伴走支援）を複数地域
に拡大【①、③、④】

熊本県における案件形成支援のパ
イロット事業（地域と企業のマッチン
グ、伴走支援）

地域における案件
形成の体制構築

本検討会を含めた全体像について

（参考）「『農山漁村』経済・生活環境創生プロジェクト」 当面の主な活動

※本検討会で策定したガイドラインは、令和７年度以降の各種取組に活用
※丸数字は前ページの同じ番号の内容を指す
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○ 農山漁村における地方創生に取り組むための具体的なテーマについて、それぞれの関係者が持つ
知見や考えを情報交換する専門部会を開催。
① 通いによる農林水産業への参画・コミュニティ維持（地元企業等との連携）
② 農山漁村を支える官民の副業促進
③ 市街地と農山漁村間における物流網の維持・確保 （郵便局・物流事業者等との連携）
④ 外部企業との案件形成に向けた民間資金・人材の確保

〇 今後の予定

第１回専門部会（対面・オンライン併用）
【第１部】10:00～12:30（テーマ①、テーマ②）
【第２部】14:00～16:30 （テーマ③）
（場所：三田共用会議所（東京都港区三田２-１-８））

２/13（木）

第２回専門部会（対面・オンライン併用）
【第１部】10:00～12:30（テーマ①、テーマ②）
【第２部】14:00～16:30（テーマ③）
（場所：三田共用会議所（東京都港区三田２-１-８））

３/４（⽕）

第３回以降の専門部会を開催予定４〜５月頃

①関係人口の創出・②副業促進、③農山漁村における物流網 ④農山漁村における社会的インパクトに関する検討会

第１回検討会（対面・オンライン併用）
13:00～15:00１/20（月）

第２回検討会（オンライン）
13:00～15:00２/３（月）

第３回検討会（オンライン）
15:00～17:00２/14（金）

第４回検討会（オンライン）
13:00～15:00３/10（月）

第５回検討会（書面開催）３月中

各テーマについて夏前までに取りまとめ、ガイドライン作成等

本プラットフォームは、農山漁村におけるお困りごとがあれば気軽に農林水産省や会員の皆様にご相

談いただけるような場とすることを想定しています。農山漁村での地方創生の機運醸成につなげるた

め、是非プラットフォームへのご加入をご検討ください！

「農山漁村」経済・生活環境創生プラットフォーム



• ⼈⼝減への対応等の中
⻑期的な経営上の課題
の検討が進まない

• ⼈⼝減等による地域へ
の影響が不明

• 企業との交流が乏しく、
企業連携に繋がる課題
の特定が困難

④各種サービスや
プロジェクトの提⽰

③各種サービスや
プロジェクトの提案

企業へのﾏｯﾁﾝｸﾞｻﾎﾟｰﾄ
例）
・⾃治体の課題共有
• 提案機会の提供
• 意⾒交換 等

中間⽀援組織が⺠間企業リ
ストを作成した上で
• 企業がビジネスとしてメ
リットを感じる情報提供
（ア.⺠間企業等への参
画促進機能）

• 地域の声を聴いて、⺠間
企業に理解可能な⾔葉に
変換（イ.地域課題の
「翻訳」機能）

• 地域と企業に寄り添った
マッチングサポートや伴
⾛⽀援による着実な事業
化（ウ.マッチング後の
伴⾛機能）

熊本県内を中⼼とする
⺠間企業（企業、商⼯
会議所、地銀等）

熊本県内５地域程度
（熊本県むらづくり課、
市町村、農業経営者、農

村RMO、JA等）

①地域課題の把握

地域へのマッチングサ
ポート(例）
・課題をヒアリングし
把握・翻訳

• 課題の掲載
• 企業との連絡先交換
• 企業の検索
• 企業提案の選別 等

• 地域の課題が理解でき
ない（⾔語化がされて
いない）

• 地域課題に直結しない
営業活動に陥りがち

• 補助事業等の仕組みの
理解不⾜により施策を
活⽤できない

課題 課題

②地域課題の提⽰

メリット
メリット

• 企業からの各種サービ
スやプロジェクトの提
案が得られる

• 課題に応じた適正な各
種サービスを導⼊

• 地域課題の理解により
各種サービスを提案

• ⾃治体との関係構築に
よりスムーズなビジネ
ス展開

• 販路の拡⼤

九州経済産業局

マッチングを通じて形成された案件の事業化を推進 ⇒農村活性化へ

⑤地域と企業のマッチング

⑥地域と企業への伴⾛⽀援

〇 熊本県において官民共創の優良事例の掘起しを行い、検証の上レポートにまとめ、全国へ横展開（情報発信）。
〇 事例発掘の一環として、事業者の協力も得て、優良な案件形成に向けた手法の検証・構築を行う（農村地域の抱

える課題と課題を解決し得る技術と知見を有する企業とのマッチングを試行的に実施）
（令和６年度 農山漁村振興交付金「情報発信事業」）

JA熊本中央会、JA
優良な案件形成に向けた⼿法の検証・構築（マッチングの施⾏的実施）

本省及び九州農政局、
中間⽀援組織

YMFG ZONE プラニング
肥後銀⾏
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官民共創による事業化を実現するためのポイントや効果的手法、留意点を取りまとめた手引きを作成し、全国へ横展開

官民共創（令和６年度農山漁村情報発信事業に係る取組概要）



実施状況
(令和６年４月現在)

令和５年度に事業開始。令和５年10月～11月にかけて
全５日実施し、全国から282名が参加。

寄附額
寄附件数

￥ 10,000,000 ／ ２件

寄附企業の
活用ポイント

りんごを原料とするシードルを製造・販売する両企業が、りん
ご・シードル産業の課題解決や活性化を図るため。

事業概要

【農業・観光連携りんご産業活性化事業】
弘前市の農業課題である繁忙期の労働力不足の解決に
向けて、その一助となる援農ボランティアツアーを実施。

自治体名 青森県弘前市

事例概要 事業スキーム・体制

【企業版ふるさと納税活用プロジェクト】農業の振興、関係人口の創出・拡大に向けた取組

ひろさき援農プロジェクト（援農ボランティアツアー）

寄附企業紹介URL
https://www.city.hirosaki.aomori.jp/jouhou/seido/kigyoubanfur
usatonouzei.html

寄附までの
プロセス

・令和２年度よりニッカウヰスキー(株)が援農ボランティアを
実施。
・アサヒビール(株)およびニッカウヰスキー(株)から、地域の
りんご・シードル産業の活性化に役立ててほしい、と寄附の申
し出。

寄附企業との
連携・交流等

・飲料メーカーと弘前市での協議の中でりんご産業の支援案が
うまれ、（株）JTBに業務を委託し４者で構築。
・飲料メーカー及び旅行業界の社員もボランティアツアーに参
加。

（令和５年度）援農ボランティアツアーの様子

■企画・運営

弘前市(株)ＪＴＢ ニッカウヰスキー(株)

アサヒビール(株)

ひろさき援農プロジェクトチーム

市内農家

参加者

企業版ふるさと納税業務委託

ボランティア
受入の声がけ

募集 関係企業への声がけ

農作業
ボランティア

（プロジェクト概要）
全国からりんご収穫ボランティアの参加者を募り、弘前市内のりんご農家のもとで１日
従事していただくツアーを企画・運営する事業。
また、ツアーの前後に観光滞在できるよう宿泊助成を行い、農業と観光の連携により
関係人口の増加も図る。

ひろさき

企業版ふるさと納税の活用事例
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実施状況
(令和５年12月現在)

令和２年度 より事業化済み

寄附額
寄附件数

￥ 10,300,000 ／ ９件 （令和５年度時点の累計）

寄附企業の
活用ポイント

脱炭素社会に向けた取組に対するCSR活動の一環

事業概要

町内の山林から産出される未利用材（間伐材）を燃料と
した木質バイオマス発電事業をおこなっており、年間
1,168千kwh（令和５年度実績）の発電をしている。

自治体名 静岡県小山町

事例概要 事業スキーム・体制

【企業版ふるさと納税活用プロジェクト】林業の振興に関する取組

小山町木質バイオマス発電事業（森の金太郎発電所）

寄附企業紹介URL https://www.fuji-oyama.jp/sangyoumachi_08FL3BYL.html

森の金太郎発電所

施設の運営 寄附企業
静岡県 小山町

企業版ふるさと納税

木質バイオマス発電所寄附までの
プロセス

町内進出予定企業、林業関係企業に木質バイオマス発電
事業の趣旨を説明し、寄付を募った。

寄附企業との
連携・交流等

林業関係者と協力し、林業振興に資するバイオマス発電
所の運用に必要な寄附を募った。寄附企業で林業振興に
関して町長との意見交換会を実施した。

町内森林

未利用材
原木流通センター

製材用木材

電力会社
売電

農業用ハウス等

森林整備

搬入

燃料供給
間伐由来材

ペレット工場

整備された森林

売電収入

おやまちょう

おやまちょう

企業版ふるさと納税の活用事例
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実施状況
(令和６年３月現在)

令和５年12月 事業企画、
令和６年１月 参加事業者募集
令和６年２月 商品開発完了
令和７年２月 フェア開催予定

寄附額
寄附件数

￥ 288,468 ／ １件 （令和５年度時点の累計）

寄附企業の
活用ポイント

地域とともにある金融機関として、地方創生や
地域活性化に寄与

事業概要

町内飲食店と連携して、本町で最も人気のある特産品の
１つであるイチゴ「古都華（ことか） 」を活用したメニュー
開発及びフェアを開催することで、関係人口の拡大とイチゴ農家
だけでなく、飲食店の活性化を図る。

自治体名 奈良県平群町

事例概要 事業スキーム・体制

【企業版ふるさと納税活用プロジェクト】農業の振興、関係人口の創出・拡大の取組

『古都華』PR推進プロジェクト

寄附企業紹介URL https://www.narachuo-shinkinbank.co.jp/

寄附までの
プロセス

・町HPで企業版ふるさと納税の募集を開始
・奈良中央信用金庫から「町内事業者の振興に役立ててほし
い」と寄附の申し出
・観光産業課とまち未来推進課で事業を企画、実施

寄附企業との
連携・交流等

寄附企業の店舗における古都華フェアのポスター掲載及びチ
ラシの配架等による情報発信

いちご農家 飲食店

奈良県平群町 寄附企業
企業版ふるさと納税

メニュー開発用イチゴ
の購入（初年度のみ）

イチゴの無償提供
（初年度のみ）

イチゴの売買
（2年目以降）

古都華
フェア

企画・立案・実施
（2年目以降）

参加

（プロジェクト概要）
平群町の特産品であるイチゴ「古都華」の経済効果を
農家だけでなく、飲食店にも還元すると同時に、官民
が一体となったフェアを開催し、関係人口の拡大を図る。
（町の役割）
・メニュー開発に必要な古都華を無償提供（初年度のみ）
・古都華フェアの企画・実施・情報発信
（農家の役割）
・質の高い古都華の提供
（飲食店の役割）
・古都華を使った魅力的なメニューの開発
・次年度以降に開催する「(仮）古都華フェア」への参加

（例）飲食店で開発された古都華を使ったメニュー

ことか

へぐりちょう へぐりちょう

企業版ふるさと納税の活用事例
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実施状況
(令和５年12月現在)

令和２年度 より事業化済み

寄附額
寄附件数

￥ 10,700,000 ／ 10件 （令和５年度時点の累計）

寄附企業の
活用ポイント

・CO2の削減量等について定量的な数値データを、
自治体から寄附企業へ提供
・CSR活動の一環

事業概要

町域の約９割を占め、年間素材生産量が鳥取県の1/3を占
める山林について、皆伐・植林・下刈り・間伐等の実施によ
る環境保護とCO2削減を行う事業を実施。
※補助事業なし

自治体名 鳥取県日南町

事例概要 事業スキーム・体制

【企業版ふるさと納税活用プロジェクト】林業の振興に関する取組

SDGsによる持続可能な共生・協働の森整備事業プロジェクト

寄附企業紹介URL
https://www.town.nichinan.lg.jp/soshikikarasagasu/somuka/f
urusatonouzei/kigyo/kigyoubannhurusatonouzei.html

（例）3.56ha／8,900本の植林を実施した様子（４月～11月）

プロジェクト実施
フィールド提供

寄附企業
鳥取県日南町

企業版ふるさと納税

＜募集事業＞
SDGｓによる持続可能な
共生・協働の森整備事業

森林組合

森林管理

社員参画
など

（プロジェクト概要）
日南町のフィールドを提供し、皆伐・新植・下刈り・間伐等
の実施による環境保護とCO2削減を行う事業

寄附までの
プロセス

地元企業、地元金融機関、マッチング事業者等から
企業の紹介、企業の求める社会貢献活動を町で実施可能か両
者で協議を行い、すり合わせ

寄附企業との
連携・交流等

企業との協議を踏まえた事業を実施。
【例】社員研修として町有林内での植林・伐採体験

にちなんちょう

・ＳＤＧｓへの貢献
・脱炭素への貢献
・従業員の社会貢献意識の醸造

企業版ふるさと納税の活用事例

45



実施状況
(令和６年3月現在)

令和５年度 より事業化済み

寄附額
寄附件数

金額非公表／１件 （令和５年度時点の累計）

寄附企業の
活用ポイント

HP掲載によるPR、関係自治体とのパートナーシップ構築 な
ど

事業概要

◆食のブランド化と流通の円滑化

①トレーサビリティの導入による消費者の信頼確保

②フードバリューチェーンの最適化による新たな付加価値の伝達

③大都市圏への県産品供給を維持するための物流体制の構築

◆地元消費（地産地消）の推進

①学校給食における地元食材の利用、理解促進

②直売所のネットワーク化による消費促進

◆令和２年７月豪雨の被害を受けた県南地域の振興

①田んぼダムの取組みの推進（球磨川流域治水プロジェクト）

②多様な企業等の農業参入促進と地域経済の活性化

③「くまもと県南フードバレー構想」の更なる推進と地場企業の育成

自治体名 熊本県

事例概要 事業スキーム・体制

【企業版ふるさと納税活用プロジェクト】農業の振興に関する取組

熊本県農林水産業のブランド力･生産力･流通力の向上の取組み

寄附企業紹介URL https://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/18/51523.html

寄附までの
プロセス

プロジェクト紹介動画の作成、内閣府主催のオンラインマッ
チングイベント登壇、企業からの問合わせ など

寄附企業との
連携・交流等

各種イベントの案内 など

寄附企業熊本県

農林水産業のブランド力･生産力･流通力の向上の取組み

企業版ふるさと納税

熊本県＝食料供給基地としての機能強化

食のブランド化と
流通の円滑化

地元消費（地産地消）の
推進

令和２年７月豪雨の
被害を受けた

県南地域の振興

県HPへの動画掲載やマッチング会
などへの登壇により事業をPR

事業内で各種イベントの開催

企業版ふるさと納税の活用事例
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実施状況
(令和6年6月現在)

令和６年度 より事業化

寄附額
寄附件数

￥ 228,500,000 円 ／ 89 件（令和6年度時点の累計）

寄附企業との
連携・交流等

・施設内に銘板の設置による寄附企業の情報発信
・寄附企業社員に対する施設の見学ツアーの開催

事業概要

南九州畜産獣医学拠点（通称：SKLV(スクラブ)）を、国際
（欧米）水準の実践的学部教育と専門的学び直し教育の拠点
とし、全国から畜産・獣医学部生を受け入れ、農畜産業を取
り巻く大きな環境変化に対応できる能力を備えた獣医師及び
畜産技術者を養成するとともに、当該施設の人材・施設等を
活用し、地域の畜産関係者及び畜産農家に最新の家畜防疫技
術等の学びの場を提供することにより、農畜産業の更なる振
興、人材の育成・確保及び新しい人の流れを生みだす。

自治体名 鹿児島県曽於市

事例概要 事業スキーム・体制

【企業版ふるさと納税活用プロジェクト】畜産の振興に関する取組、関係人口の創出・拡大の取組

財部高校跡地を活用した南九州畜獣医学拠点事業

寄附企業紹介URL
https://www.city.soo.kagoshima.jp/gyousei/kihunituite/2021-
0412-1534-10.html

南九州畜産獣医学拠点の施設全体

・産業動物獣医学実習
フィールド提供

・交流人口創出

寄附企業企業版ふるさと納税

＜募集事業＞
財部高校跡地を活用した

南九州畜獣医学拠点事業

産業動物飼育

寄附までの
プロセス

・自治体から企業版ふるさと納税の募集を実施

・マッチング事業者等から企業を紹介され、企業が求める社
会貢献活動を市で実施可能か両者で協議

曽於市と共同運営
獣医学教育

施設紹介

国⽴⼤学法⼈
⿅児島⼤学

SKLV内の企業

福祉/飲食事業

事業連携など

施設内で飼育する馬での臨床実習の様子

たからべ

そお

寄附企業の
活用ポイント

農畜産業に係る人材育成・地方創生

企業版ふるさと納税の活用事例
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